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県内在住外国人の概況 （令和３年１２月末現在）

• ７５か国・地域、１５，２８４人（８年振りに減小）

• 福井県の総人口に占める割合は 約２％

【構成比】

• 国籍別：ブラジル（31％）、ベトナム（19％）、中国（14％）、

韓国・朝鮮（14％）、フィリピン（10％）、その他（12％）

• 市町別：越前市（34％）、福井市（27％）、坂井市（10％）、

• 鯖江市（8%）、その他（21％）



福井県
多文化共生推進
プランとは

• 福井県の多文化共生社会づくりに関する基

本的な考え方と多文化共生施策の方向性を

示すもの

• 令和３年３月策定

• 対象期間は2021年度～2025年度までの5年間



福井県多文化共生推進プランの基本目標

Ⅰ みんなが暮らしやすい「安心共生社会」の実現

Ⅱ 一人ひとりが地域の担い手「活躍共生社会」の実現

Ⅲ 世界から選ばれる「共生先進モデル」の実現



Ⅰ みんなが暮らしやすい
「安心共生社会」の実現

【方向性】

生活の基盤となる環境を整備し、相談・
サポート体制を充実させることにより、
外国人県民が安心して暮らし、住み続け
たいと思える社会を目指す。

Ⅰ－１ 外国人児童生徒に対する日本語教育の充実
◆学校におけるコミュニケーションの円滑化とサポート体制の強化
◆地域における子どもの日本語教育支援

Ⅰ－２ 地域におけるコミュニケーション支援
◆日本語学習機会の充実（日本語ボランティアの養成等）

Ⅰ－３ 生活支援・相談体制の強化
◆外国人相談センターの機能強化（ワクチンサポートデスク等）
◆安心できる住まいの確保

Ⅰ－４ 防災分野の支援体制強化
◆生活安全・防災支援体制の強化

Ⅰ－５ 医療・福祉分野の支援充実
◆医療支援体制の強化と福祉分野の支援充実



Ⅱ 一人ひとりが地域の担い手
「活躍共生社会」の実現

【方向性】

日本人、外国人ともに、互いの文化の違
いを知り、認め合うことや、外国人県民
が地域社会に積極的に参画することを通
し、誰もが主役の共生社会を目指す。

Ⅱ－１ 相互理解の促進
◆多文化共生の担い手育成
◆児童生徒への国際理解教育の充実
◆外国人県民の活動の情報発信

Ⅱ－２ 外国人県民の地域交流拡大
◆多文化共生の活動拡大

（多文化共生推進応援金による支援等）
◆地域住民との交流促進
◆地域の担い手としての活躍促進

（外国人コミュニティリーダーの委嘱・育成等）



Ⅲ 世界から選ばれる
「共生先進モデル」の実現

【方向性】

福井の文化・伝統など、オンリーワン
の魅力を海外に伝え、ポストコロナで
地方が重視される時代において、世界
から選ばれる共生先進モデルの実現を
目指す。

Ⅲ－１ 留学生の受入れ・定着支援
◆留学生の受入れ拡大
◆留学生の県内企業への就職促進

（内定者への就職支援金支給、合同就職面接会開催等）

Ⅲ－２ グローバル人材の受入れ・活躍支援
◆専門人材の福井への誘致
◆外国人材の受入れ・活躍支援

Ⅲ－３ 世界への発信強化と交流人口の拡大
◆世界に向けた情報発信（FukuiレポーターズがSNSで発信）
◆外国人交流人口の拡大



ふくい外国人相談センターの設置・運営
［（公財）福井県国際交流協会に委託］

火～日、第２月曜 テレビ・電話通訳：英語、中国語、ポルトガル語、ベトナム語、韓国語、タイ語、
ネパール語、タガログ語、スペイン語、ヒンディー語

電話通訳のみ ：ミャンマー語、モンゴル語、クメール語

火～金、第２月曜 テレビ・電話通訳：ロシア語、フランス語、インドネシア語

［相談員または通訳が４言語で対応］
英語相談員 （火曜～日曜、第２月曜）
英語通訳 （火曜、水曜、木曜、第２月曜）
中国語通訳 （金曜、土曜）
ポルトガル語通訳（金曜、土曜）
ベトナム語通訳 （土曜、日曜）

［通訳会社を介して１６言語で対応］
対面の場合：タブレット画面に表示される通訳が通訳
電話の場合：通訳と電話を繋ぎ通訳

県内在住外国人からの県内生活のお困りごとの相談に対応



ふくい外国人相談センターの設置・運営
［ふくい外国人新型コロナワクチン接種相談・予約サポートデスク開設中］

令和３年６月２３日（水）～
① 県、市町のワクチン接種に関する各種窓口に予約や相談する際の通訳
② 県、市町の集団接種会場の接種予約サポート
③ 県、市町のワクチン接種会場で意思疎通が困難な場合の電話通訳

［連絡先］
福井：０７７６－８８－００６２
（福井県国際交流会館１階）
敦賀：０７７０－２１－３４５５
（福井県国際交流嶺南センター
（敦賀市神楽町アクアトム２階））

福井県国際交流会館 アクアトム（敦賀市）



１５か国・地域 ５２名に委嘱 ⇒ 目標 ６０名（令和４年度末）

中国１４、ベトナム７、フィリピン６、日本５、ブラジル４、ミャンマー３

カンボジア３、台湾２、ペルー２、スリランカ１、インドネシア１、韓国１

ネパール１、米国１、タイ１

［役割］

・SNSを使った情報発信・情報伝達

・ニーズ調査やアンケートへの協力

・災害に関する研修会や訓練への参加

［応募方法］

市町、国際交流協会からの推薦または自薦

ふくい外国人コミュニティリーダーの委嘱・育成
［（公財）福井県国際交流協会に委託］



令和３年１月の大雪時の情報伝達

（県国際交流協会facebook）








